
　　　別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅳ－１－

１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 120,849 163,897

一般 都道府県労働局 125,296 129,292

労働保険特別会計 雇用勘定 Ⅳ－２－１ ＜ 15,573,436 ＞ の内数 ＜ 15,096,023 ＞ の内数

246,145 293,189

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 15,573,436 ＞ の内数 ＜ 15,096,023 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－２－１、Ⅳ－３－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－
４－１、Ⅴ－１－１、
Ⅴ－２－１、Ⅴ－３－
１、Ⅴ－４－１、Ⅴ－
５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－１－2、Ⅵ－１－
3、Ⅵ－２－１、Ⅵ－２
－２、Ⅵ－３－１

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

246,145 293,189

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 17,147,106 ＞ の内数 ＜ 16,759,610 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、ハラスメント対策、仕
事と家庭の両立支援等を推進すること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段
階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
４年度

当初予算額
５年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費



　　　別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅳ－２－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会
計

雇用勘定 Ⅳ－１－１ ＜ 15,573,436 ＞ の内数 ＜ 15,096,023 ＞ の内数

労働保険特別会
計

雇用勘定 V－３－１ ＜ 210,360,055 ＞ の内数 ＜ 205,199,689 ＞ の内数

一般 厚生労働本省 V－３－１ ＜ 18,543,082 ＞ の内数 ＜ 21,603,181 ＞ の内数

＜ 18,543,082 ＞ の内数 ＜ 21,603,181 ＞ の内数

＜ 225,933,491 ＞ の内数 ＜ 220,295,712 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－３－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－１－2、
Ⅵ－１－3、Ⅵ－２－１、
Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ 18,543,082 ＞ の内数 ＜ 21,603,181 ＞ の内数

＜ 227,507,161 ＞ の内数 ＜ 221,959,299 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定
及び待遇の改善を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
４年度

当初予算額
５年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の
整備に必要な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必
要な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必
要な経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費



　　　別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅳ－３－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計労災勘定 Ⅰ-１-２ ＜ 10,899,754 ＞ の内数 ＜ 10,683,952 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 10,899,754 ＞ の内数 ＜ 10,683,952 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－１－2、
Ⅵ－１－3、Ⅵ－２－１、
Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 12,473,424 ＞ の内数 ＜ 12,347,539 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

長時間労働の抑制等によるワーク・ライフ・バランスの実現等の働き方改革を着
実に実行するとともに、テレワークの定着や多様で柔軟な働き方がしやすい環境
整備を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
４年度

当初予算額
５年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

仕事生活調和推進費
仕事と生活の調和の推進に必要な
経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費



　　　別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅳ－３－

２

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会計 労災勘定 1,559,613 1,480,385

労働保険特別会計 雇用勘定 5,924,211 5,866,045

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

7,483,824 7,346,430

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 労災勘定
Ⅲ-２-１、Ⅲ-３-
１、Ⅲ-３-２

＜ 126,102 ＞ の内数 ＜ 126,050 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、
Ⅴ－４－１、Ⅴ－５－

１、Ⅵ－１－１、Ⅵ－１
－2、Ⅵ－１－3、Ⅵ－２
－１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－

３－１

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,699,772 ＞ の内数 ＜ 1,789,637 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

7,483,824 7,346,430

＜ 1,699,772 ＞ の内数 ＜ 1,789,637 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段
階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
４年度

当初予算額
５年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要な
経費

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要な
経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費



　　　別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅳ－４－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別会
計

労災勘定 1,974,969 1,816,806

労働保険特別会
計

雇用勘定 1,974,946 1,932,932

一般 都道府県労働局 80,472 77,659

80,472 77,659

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

3,949,915 3,749,738

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－３
－２、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－１－2、
Ⅵ－１－3、Ⅵ－２－１、
Ⅵ－２－２、Ⅵ－３－１

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

80,472 77,659

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

3,949,915 3,749,738

＜ 1,573,670 ＞ の内数 ＜ 1,663,587 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

個別労働紛争の解決の促進を図ること

- 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５段
階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
４年度

当初予算額
５年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費


